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Ａ．研究目的

身体障害者福祉法では身体障害の基準が

定められており、また、その施行規則では

身体障害の等級の基準が定められている。

しかし、身体障害の程度と、障害者総合支

援法に基づく障害福祉サービス以外のサー

ビスのニーズは必ずしも一致していない、

身体障害の程度を評価する基準が必ずしも

整合的でない、などの意見がある。

そこで、平成 11 年から身体障害者認定

のあり方に関する研究が始まり、その時期

に課題になった認定のあり方について、研

究班の素案が厚生労働省の検討会で審議と

りまとめられ、疾病・障害認定審査会(身

体障害認定分科会)において承認を得てき

た。これまで、心臓機能障害、肢体不自由

（人工関節）、肝臓機能障害、聴覚障害、

消化機能障害、原発性免疫不全症候群、ぼ

研究要旨：本研究は、１）身体障害者認定基準に関する研究と、２）障害福祉制度・障

害統計に関する研究から成る。

１）については、これまで行われた心臓機能障害（ペースメーカ等植え込み者）、肢体

不自由（人工関節等置換者）、聴覚障害、肝臓機能障害、じん臓機能障害、視覚障害の認

定基準改正等の経緯を整理した。また、原発性免疫不全症候群（PID）の社会参加制約に

ついて分析した。

２）については、次期全国在宅障害児・者等実態（生活のしづらさなどに関する）調

査項目に、災害時避難を入れた。また、余暇・スポーツ活動については、吟味が必要な

ことを指摘し、原因疾患については、次期調査から外すことを提案した。さらに、同調

査に導入予定の国際障害者統計のワシントン・グループの指標を高齢者調査に試験的に

用いた。
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うこう直腸機能障害、1 型糖尿病、失語症

について個別に検討されてきた。これらの

見直しの背景には、国内外における障害の

概念あるいは疾病構造の変化があり、デー

タに裏付けられた根拠を示す必要性も高ま

っている。

そこで本研究では、これまでに実施され

た身体障害者認定基準の見直しの経緯を体

系的に整理することにより、今後の身体障

害者認定基準の見直しのあり方を明らかに

した。また、見直しの根拠となる障害福祉

データの利活用を推進し、障害福祉制度お

よび障害福祉データに関する国内外の動向

把握も併せて行った。

Ｂ．研究方法

１）身体障害者認定基準に関する研究

１．身体障害認定基準等の改正経緯の整理

これまで行われた心臓機能障害（ペース

メーカ等植え込み者）、肢体不自由（人工関

節等置換者）、聴覚障害、肝臓機能障害、じ

ん臓機能障害、視覚障害の認定基準改正等

について、各検討会で用いられた資料およ

び通知改正等を収集し、改正までの経緯、見

直しの方向性、改正点を整理した。

２．原発性免疫不全症候群患者が感じる社

会参加に関する制限

平成30年度および令和2年度に行った調

査結果のうち、診断時年齢、調査時年齢、医

師による「生活機能制限の程度」の判断結

果、WHODAS2.0 の８項目を用いて、Fisher の

Exact 法による検定を行った。

２）障害福祉制度・障害統計に関する研究

１．次期「生活のしづらさなどに関する調

査」における災害に関する設問の有用性と

課題

令和 2 年度に行ったプレ調査のうち、災

害に関する４設問の回答について詳細に分

析した。

２．余暇・スポーツ活動についての障害者

手帳所持者の特徴

令和 2 年度に行ったプレ調査のうち、余

暇・スポーツ活動に関する設問の回答を人

口ベースの調査結果と比較した。余暇活動

については、「余暇時間の活用と旅行に関

する世論調査（内閣府，1999）」と比較

し、スポーツ活動については「スポーツの

実施状況等に関する世論調査（スポーツ

庁，2019）」と比較した。

３．「生活のしづらさなどに関する調査」

における原因疾患

令和 2 年度に行ったプレ調査のうち、原

因疾患に関する設問の回答について、障害

種別に集計した。

４．飯山市健康老人調査における国際連合

の国際障害統計ワシントン・グループの指

標の選択状況

長野県飯山市が介護保険サービスを使用

していない 65 才以上の高齢者 6,251 名

（年度末段階年齢）を対象に毎年行ってい

る基本チェックリスト調査に、WG の指標

のうち WG-SS（短い質問群）６項目と WG-

SS Enhanced から上肢 2 項目を追加して質

問紙法による調査を実施した。

（倫理面への配慮）

研究者が各所属機関の研究倫理審査委員

会の承認を得て実施した。

Ｃ．研究結果

１）身体障害者認定基準に関する研究

１．身体障害認定基準等の改正経緯の整理
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心臓機能障害・肢体不自由

医学・医療技術の進歩により、日常生活活

動の制限の程度が改善する可能性があるこ

とを踏まえ、ペースメーカ植え込みから一

定期間後に再認定を行うこととなった。ま

た、人工骨頭又は人工関節については、置換

術後の経過が安定した時点の機能障害の程

度により判定することとなった。

聴覚障害

詐聴や機能性難聴が疑われる場合、他覚

的聴力検査を実施するとともに、聴覚障害

に係る指定医の専門性の向上を図ることと

なった。

肝臓機能障害

日常生活の制限が長期間続いている実態

にあわせて認定基準を緩和し、対象を拡大

した。

じん臓機能障害

既存の指標に加え、臨床的に有用な検査

を指標として追加した。

視覚障害

両眼の視力の和ではなく、良い方の眼の

視力で認定すること、新しい計測機器によ

る認定基準を新たに設けることとなった。

２．原発性免疫不全症候群患者が感じる社

会参加に関する制限

回答者 155 名のうち障害等級に相当する

と医師が判断したのは 37名 23.8%（重症群）

であった。②重症群と軽症群の間で

WHODAS2.0 による社会参加に関する制限に

有意差が最も多かったのは未成年診断成人

群であった。

２）障害福祉制度・障害統計に関する研究

１．次期「生活のしづらさなどに関する調

査」における災害に関する設問の有用性と

課題

①単独避難可能と回答した者は 244 名

42.2%であったが、そのうち 24.6%は避難

に関する困難を回答した。②災害時に近隣

支援者がいると回答した者は 220 名 38.1%

であったが、そのうちの 5.5%は「救助を

求めることができない」と回答した。単独

避難ができずに、かつ、近隣支援者がいな

い者は 238 名 41.2%、そのうち災害時避難

行動要支援者名簿に登載されていると推測

される者は 96 名 40.4%であった。③災害

経験有群は無群に比べ、災害時における情

報入手の困難を有意に多く回答した。④多

くの自治体が災害時避難行動要支援者と定

義している「身体障害者手帳１，2 級、療

育手帳Ａ１，精神保健福祉手帳 1 級」の者

とそれ以外の者の間で、災害時の困難の差

は「投薬・治療」「補装具」に関する項目

のみであった。⑤介護保険法と総合支援法

によるサービス利用状況を 4群に分けて比

較したところ、総合支援法のみのサービス

利用者の「災害時の困難」が最も多様であ

った。

２．余暇・スポーツ活動についての障害者

手帳所持者の特徴

プレ調査の結果を人口ベースの調査の結

果と比較すると、①選択率が高かった余暇

活動の種類は同じであったが、「テレビ・

ラジオ」、「パソコン・インターネット・テ

レビゲーム」は有意に多く、「趣味・娯

楽」「鑑賞・見物」「地域や社会のための活

動」「日帰りの行楽」「遊園地・テーマパー

クなどで遊ぶ」「余暇時間・休みはない」

は有意に少なかった。②「運動・スポーツ

をしない者」は有意に多く、「屋外以外の

実施場所」と「週 1日未満の実施」は有意

に少なかった。
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３．「生活のしづらさなどに関する調査」

における原因疾患

①身体障害者手帳所持者、精神障害者保

健福祉手帳のみの所持者について、障害種

別に対応する原因疾患の選択率を集計した

ところ、主要な疾患の選択率の合計には障

害種別による差があり、最も低かったのは

下肢障害のみ群で 56.4%あった。②下肢障

害のみ群のうち、原因疾患について「その

他」を選択した 43 名中 41 名は、記入され

た疾患名から選択肢にあった原因疾患に再

分類できた。③所持する身体障害者手帳の

障害種別と異なる心身症状に関する原因疾

患を回答した者があった。④精神障害者保

健福祉手帳所持者では 84.7%で原因疾患が

選択された。

４．飯山市健康老人調査における国際連合

の国際障害統計ワシントン・グループの指

標の選択状況

返信のうち基本チェックリスト(KCL)25

項目にひとつでも回答した 5,683 件を有効

回答とした（回収率 90.9%）。

① WG 指標 8 項目への回答率は 91.8～

97％（無回答率 3～8.8％）であった。

② 最も無回答率が高かった設問は「補聴

器を使用しても、聞き取りに苦労します

か」であった。

③ WG-SSの 6 項目（設問 26～31）に 1 項

目でも「はい」と回答した者の割合（障害

発生率）は 42.4％であった。

④ WG-SS による障害発生率は高齢になる

とともに高かった。（65～69才群 31.4％、

70 才代群 36.9％、80 才代群 61.2％、90

才以上群 78.7％）

⑤ WG-SS に上肢機能に関する 2 設問（設

問 32，33）のいずれかに「はい」と回答

した者を加えると障害発生率は 1.4～

4.7％高くなった。（65～69 才群 8.0％、70

才代群 39.4％、80 才代群 63.5％、90才以

上群 81.4％）

⑥ 障害発生率は、80 才未満では男性が

女性より、80 才以上では女性が男性より

高かった。

⑦ 身体運動を伴う活動（設問 28，32，

33）への障害発生率はすべての年齢群で女

性が男性より高かった。

Ｄ．考察

１）身体障害者認定基準に関する研究

１．身体障害認定基準等の改正経緯の整理

過去の認定基準の見直しは、医療環境の

変化（医療技術の発展、新たな知見の創出な

ど）と社会環境の変化（当事者団体の意見や

各種報道に基づく世論など）を契機として、

各種実態調査や専門家による検討会を経て、

実施されてきたことが明らかとなった。医

学的側面と社会的側面の双方のバランスを

取り、その時代に求められる適切な身体障

害認定基準を模索してきたと言える。

２．原発性免疫不全症候群患者が感じる社

会参加に関する制限

診断時年齢、調査時年齢、生活機能制限の

程度に関わらず、PID患者は社会参加に関し

て多様な制限を感じていることが明らかに

なった。特に、未成年で診断を受けた成人

PID 患者の重症群は社会参加に制限を強く

感じていることが示唆された。

２）障害福祉制度・障害統計に関する研究

１．次期「生活のしづらさなどに関する調

査」における災害に関する設問の有用性と

課題

①障害種別により災害時の困難が異なる

ことに対しては、それぞれの対策を調整す
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ることが望まれる。②等級が重度か否かに

関係した災害時の困難は、医療や補装具の

確保のみであったことは注目される。自治

体が作成する災害時避難動要支援者名簿登

載者以外の障害者手帳所持者も災害時の困

難は同等であることに留意が必要であると

考える。

③総合支援法のみの利用者に対する特性に

応じた準備を早く行う必要があることが示

唆された。

２．余暇・スポーツ活動についての障害者

手帳所持者の特徴

障害者手帳所持者の余暇活動および運

動・スポーツ活動は、自宅内で行う活動が

多く自宅外で行う活動が少ない原因とし

て、外出を支援する介助者の他に、活動実

施場環境と活動方法、時間のゆとり、経済

的ゆとりについての検討が求められると考

えられた。

３．「生活のしづらさなどに関する調査」

における原因疾患

①身体障害では、原因疾患の選択肢につ

いてレベルの統一が求められる。下肢障害

のみ群で「その他」の選択が多かった理由

の一つは、選択肢のレベルが多様であり回

答しにくかったことと考えられたためであ

る。②複数の障害（生活のしづらさ）があ

る場合を想定した設問あるいは回答欄の作

成が有効と考えられる。

４．飯山市健康老人調査における国際連合

の国際障害統計ワシントン・グループの指

標の選択状況

障害の有無による余暇活動などを比較す

る場合には、WG の指標による「障害者」の

中には、高齢群には健康老人も含まれるこ

とに留意が必要なことが示唆された。一方、

教育については 25 才未満、就労については

65 才未満を対象に論ずることが多いため、

WG-SS による「障害者」に加齢により機能が

低下した者が入ることへの懸念は少ないと

考えられる。

Ｅ．結論

１）身体障害者認定基準に関する研究

１．身体障害認定基準等の改正経緯の整理

医学的側面と社会的側面の双方を考慮し、

その時代の要請にかなう身体障害認定基準

を設定していく努力を続けていくことが肝

要と考える。

２．原発性免疫不全症候群患者が感じる社

会参加に関する制限

成人期に達する前から、成人期に制限が

多いことが示された項目への対処及び支援

策の検討を開始することは今後の課題であ

る。

２）障害福祉制度・障害統計に関する研究

１．次期「生活のしづらさなどに関する調

査」における災害に関する設問の有用性と

課題

次期調査における災害に関する設問案

を、個別避難計画を構成する要素の準備が

整っているかどうかを聞くように再構成し

て提案した。

２．余暇・スポーツ活動についての障害者

手帳所持者の特徴

障害者手帳所持者では、屋外で行う余暇

活動、運動・スポーツ活動の実施に制約が

大きいことが明らかになった。ただし、ス

ポーツ庁による障害者を対象としたスポー

ツの参加促進のための施策策定と連動した

調査も定期的に行われていることから、次

期調査での余暇・スポーツ活動に関する設
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問の採用については今後の課題とし、存在

する調査結果をどのように活用するかにつ

いて十分に検討することを提言する。

３．「生活のしづらさなどに関する調査」

における原因疾患

障害の原因を尋ねる設問については、以

下を提案する。

①原因疾患を調査するのか、健康状態を調

査するのか、施策に生かすためには分析の

目的を明確にすることが必要であるため、

時間をかけて検討する。

②原因疾患を調査する場合には、知的障害

など除外する障害種別を明記し、障害種別

ごとに選択肢の設定に工夫が求められる。

H18 調査と H23 調査の比較からは、以下を

提案する。

③医療機関の受診頻度に関する設問は、

H18 調査のように 1年間の受診日数とす

る。さらに、「障害に関する受診」と「そ

れ以外の受診」を分けて聞くことで、平成

18 年以前との比較が可能になり、また、

受診の意味も明確になると考える。

④３障害別だけでなく、身体障害内の障害

種別および障害等級別の集計を加える。

４．飯山市健康老人調査における国際連合

の国際障害統計ワシントン・グループの指

標の選択状況

WG-SS は、介護保険サービスを利用して

いない 65 才以上の高齢者（健康老人）の

約 4 割を「障害がある」と判定することを

明らかにした。年齢階層別には、60 才代

群では約 3割、70 才代群では約 3.5 割、

80 才代群では約 6 割、90 才代群では約 8

割が「障害がある」と判定された。また、

WG-SS による健康老人の障害発生率の判定

には性差があり、若年層ほど性差がある項

目が多かった。

Ｆ．健康危険情報

なし
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